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研究 発 ネジ ントとイノ ー ン 果 

「 間 業の研究活動に関する調査 2011」より  

 
古 子 科学 策研究 ） 山 蔵大学 科学 策研究 ）  

山内 ル ルン大学 科学 策研究 ） 一 一 科学 策研究 ） 

 
 はじめに 

本報告では、 間 業における研究 発・イノ ー ン活動 の り について科学 策研究

で した最 の調査 果のう 、研究 発 ネジ ントとイノ ー ン 果に を てる。 

まず、 々が した「 間 業の研究活動に関する調査 2011」の 要およ 業の研究 発活動を

することの 要性を 明する。その上で、本報告の題目にある研究 発 ネジ ントとイノ ー ン 果

の関 性に を て、関連した 々の研究 果の一部を報告する。 

なお、本報告で 明する 々の調査結果は、 的な分析の結果であり、 の 分析を通じて内容が

る可能性があることに 意されたい。 

 

 

 業における研究 発活動の重要性 

の研究 発 の 7 は 間セクターによって負担・ 出されており、日本における研究 発活動の

多くの部分は 間 業に担 れている。 間セクターには 大学等も まれるが、その と どは 業で

あり、 業が の研究 発活動における中心的なアクターということができる。 

また、 業は基 研究等を通じて科学・ 的知識を 造する主 であるが、それと同時にイノ ー

ンの 造主 でもある。大学等が生 出した、あるいは 業自らが生 出した科学・ 的知識を、最 的

に ・社会的価 に していくためには、それらを ・ ー スに していく 要がある。その

・ ー スを 発するのはいうまでもなく 業であり、それによって めて ・社会的価 が生まれる

ことになる。そして 業がそうした活動から を 得することで 全 としての 環的かつ持続的なイノ

ー ン・ ステ が 現される。 

こうしたことから、 の研究 発活動の中心的アクターであり、イノ ー ンの 造主 である 業の

活動を に することは、科学 イノ ー ン 策の観 からも重要であるといえる。 

 

 

 業における研究 発活動の 状 －「 間 業の研究活動に関する調査 2011」より－ 

）調査の 要 

科学 策研究 では、これまでのイノ ー ン研究の動向とそれらから得られた知見を まえつつ、

間 業の研究 発・イノ ー ン活動について調査を行っている。そのための 系的な調査の一つが「

間 業の研究活動に関する調査」である。この調査は、 業の研究 発活動について、科学 イノ ー

ン 策の や のための基 情報を することを意 したものである。 務 からの 認を受けた

一 計調査であり、1968 年 毎年 されている。2007 年 までは文部科学 の科学 ・学

策 が してきたが、2008 から調査データの一 の分析的な活用を して科学 策研究 に

が された。 

2007 年 までは資本金 10 上の 業を対象としてきたが、2008 年 は資本金 1 上で研

究 発を している 業 3500 社を対象にし、 法 Web 法を 用した 調査を行っている。

2011年 調査では、 業の主要業種について、研究 発費や研究 発 、特 等の知的 活動に関する

事項、研究 発の 展 、研究 発 の 用 態 策対 ）などについてデータを 得した。 

 

）研究 発 資の動向に る 業の研究 発活動 

 本報告では、 業の研究 発活動の主要なインプットの とつである研究 発 資の動向を 観する。 

業の研究 発 出 は 1 社 たり 51 9,144 で、う 社内研究 発費は 41 3,844

、う 社外研究 発費は 10 5,390 であった。 はこれらを資本金 別に集計したもので

ある。 
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資本金 別主要業種の 1社 たり研究 発費 、中央 ） 

N N
1 上10 480 348.5 100.0 205 121.1 5.0
10 上100 431 1947.3 323.0 226 153.8 6.4
100 上 235 15898.3 3580.0 183 3210.5 70.6

1146 4138.4 248.5 614 1053.9 10.6

研究開発費 出研究開発費

 
 

 

年 2010 年 ）調査における社内研究 発費は 1 社あたり 45 370 であった。上 した通

り、 年 の社内研究 発費の 結果は 1社あたり 41 3,844 であるため、この 1 年で社内研究

発費は 8.1%減少したことになる。しかし、2010 年 調査と 2011 年 調査では 業が一部異なってい

るため、その いが社内研究 発費の増減 向に されている可能性がある。そこで、2010 年 調査と 2011

年 調査の 方に した 業 753 社のデータの を集計対象として、 時 間の 化を分析した。 

  
資本金 別 主要業種の 1社 たり社内研究 発費の 化 ・中央 、 ） 

N 中央 N 中央

上 未 286 470.7 113 288 621.4 112.5
上 未 287 966.4 324 285 1221.1 300
上 180 16580.5 3775 180 17505.5 3932.5

合計 753 4510.6 314 753 4884.4 300

年 調査 年 調査

 
 
 

方に した 業の 1 社社内研究 発費は、2010 年 調査では 48 8,400 、中央 3 で

あったが、2011 年 調査では 45 1,000 、中央 3 1,400 となっている。資本金 別に

と中央 の 方で見た場合、 業 の大きい 業の減少が目 つ結果となった。 
に外部 出研究 発費について、まず 出 別の内

を ると、機関別には 業に対する 出が 89.0%、

域別には 内が 73.6%を める。 内 に対しては、

に らつきはあるものの、特定の に集中した

出 向は と ど見られない。その一方で、 外 に

対しては、対 業の といった業種や対大学・公的研究

機関の といった 合に、特定の に集中した 出

向が られる。研究 発における 外 の活用に関しては、目的がある られているのかもしれない。 

に 別 出 を見ると、 外の大学・公的研究機関 の 出は 0.3 で、 内の大学・公的研究機関

の 出の 7 分の 1 となっている。対 業 出を ると、 内では 業グループ 子会社） の 出が多

く、 外でも 業グループ内 子会社） の 出が多いという結果になった。 年 に ると、 業

の 出 合がやや増え、 域別には 内がやや減少している。 年 は、 内の 子会社 の 出の方が、

内の 子会社 外 の 出よりも 合が低かったのに対し、 年 では した結果となった。また、

年 に て、 外 業(特に 外 子会社) の 出 合が増 している。 

外大学 の研究費の 出 について て ると、自社関連法 や 外現 法 等を して間 的に

出している 合は、11.1%に まり、 90%が 的な 出であることがうかがえる。 

 外部 出研究 発費についても、2010 年 調査と 2011 年 調査の 方に した 業 753 社のデータの

を集計対象として、 時 間の 化を分析した。 

 
資本金 別 主要業種の 1社 たり外部 出研究 発費の 化 ・中央 、 ） 

N 中央 N 中央

上 未 94 214.5 6.0 94 94.5 5.3
上 未 132 110.6 7.9 132 133.0 9.3
上 130 3550.1 100.7 130 3292.0 103.2

合計 356 1394.0 19.3 356 1276.4 17.8

年 調査 年 調査

 
  

 

この結果によれ 、 方に した 業の一社 たりの社外の研究 発費は、2010 年 調査では が 12

7,600 、中央 が 1,800 であったが、2011年 調査では が 13 9,400 、中央 が 1,900

と、 も中央 も増 している。 

 

外部 出研究 発費の内  

2.1% 0.3% 2.5%
64.9% 25.9% 89.0%
35.5% 24.1% 37.3%
29.4% 1.8% 29.5%
6.6% 0.1% 6.6%

73.6% 26.4% 100.0%

業 の 出

学・ 研究機 の 出

の の 出
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 主 ・ ー ス分 でのイノ ー ン 出 

本調査では、調査対象 業の主要業種において過 3 年間の 上高が最も大きい ・ ー スを「主

・ ー ス」と定 している。 では、新 ・ ー ス 発に る や 、およ 研究 発活

動の 果としてのイノ ー ンに 目し、調査結果を 理する。 

 

）主 ・ ー ス分 における 業の研究 発 ネジ ントとイノ ー ン 果 

 本報告では、 業の研究 発 ネジ ントとして研究 発の と要 の 発 の 2 つに

を て、イノ ー ン 果としては、画 的イノ ー ンの 現 的な新 性をもつ新 ・

ー ス等の 現 ）を り上 る。 

 

研究 発の  

 主 ・ ー ス 発における として、 業内の 部門が研究 発活動にどのように関与して

いるかを見たのが である。 

 
部門別 別・研究 発活動 の関与状  

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全 的な特 として、研究 発部門が関与する が に多い 7 中 6 ）ことが見て れ

る。研究 発部門を くと、 業・ ーケティング部門は、 ・事業 の に関与することが多いだ

けでなく、研究テー の や 定など研究 発活動の においても 的に関与している。このこ

とは、多くの 業が、 ・ 場の ー を しやすい 業・ ーケティング部門を研究 発の い

から関与させ、出 を見 えた研究 発 をとっていることを する。 

知的 部門は、 然ながら研究・ 発 果の 化に関する意 定に関与することが多いが、それで

も 57.4 に過ぎず、知的 部門があっても 担 者がいても） 化に関する意 定自 には関与せず、

知的 に関する業務の を担 していることが多い可能性がある。この場合、 化に関する意 定は、

発の現場で行 れている可能性が高い。 

に、研究 での 部門の関与とイノ ー ン 果の関 について見て る。 

は、研究 発部門 外の 部門について、研究 発

の い 研究テー の ・ 定・ 続・ り

の意 定）で関与した場合とそうでない場合とで、画

的イノ ー ンの 現 合がどの 異なるかを

したものである。この から、 的な新 性を持つ

イノ ー ンの 現については、デザイン部門が い

で関与している 業 ど画 的イノ ー ンの

現 が高まることが確認できる。 

この結果は、 の 的特 や 業 を考慮して

いないものの、研究 発のテー 定において、デザイ

ン部門が関与することで、最 の をイ ージし

やすいテー 定を行うことにより、 的に新 なイ

ノ ー ンの 現 が高まる可能性を している。

また、研究 発のテー 定において、社内の 動向

を している知的 部門の意見を り れること

が、画 的イノ ー ンに する確 を高める可能性も している。 

研究 発 での関与と 
画 的イノ ー ンの 現  

0. 9 %

2. 1%

5. 8%

9 . 2%

10. 9 %

0. 0% 5. 0% 10. 0%

生 ・

・

・マーケテ ン

知的

イン

1. 
研究開発

2. 
・製造

3. 
・

4. 
業・ ー

ン

5. 6. 
ン

の
数

研究 ー の 91.5% 27.3% 1.5% 56.1% 12.7% 7.7% 0

研究 ー の決定 ・ 92.3% 28.8% 6.1% 48.6% 12.9% 6.9% 0

研究 ー の ・ の 0 27.5% 10 47.5% 9.1% 4.4% 1.9

開発・ 業化 の の 決定 83.4% 0 21.5% 0 13.9% 6.4% 2.4

開発の ・ の 決定 0 38.3% 17.2% 0 10 1 5.3% 2.1

研究・開発 の権利化 決定 86.1% 19.4% 8.1% 23.9% 57.1% 4.5% 0

・ 業 の 決定 66.5% 35.1% 23.9% 78.5% 11.7% 4.9% 2.2

の 数 0 2.3 0 3.8 1.3 0 =10 0
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要 の 発  

主 ・ ー ス分 での新 ・ ー スの 発における要 の 発 として、 業の要

・要 工 の内 およ 新 発 合を たものが である。 

 
要 の 発  

0
0 上

0
0 上 上

100
100

0 1.2% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 1.5%
0 0.5% 10.5% 0.9% 0.3% 0.4% 0.0% 12.5%

上 0 0.3% 7.2% 4.1% 0.9% 0.5% 0.0% 12.9%
0 上 0.0% 10.6% 7.5% 4.0% 0.5% 0.2% 22.7%

上100 0.7% 21.5% 8.1% 4.4% 5.8% 0.2% 40.8%
100 1.1% 3.1% 1.8% 0.9% 0.4% 2.2% 9.5%

3.8% 53.0% 22.5% 10.6% 7.5% 2.6% N=1060

開発

自

開
発

 
 

 

要 の自社 発 合は、75 上 100 未 と した 業が最も多く、全 の 40.8 を める。一

方、要 の新 発 合は 0 25 未 と した 業が最も多く、全 の 53.0 である。すな 、

要 の 発に たっては、 を用いてその大部分を自社内で 発している 業が多いことが分か

る。 

に、要 の 発 とイノ ー ン 果の関 について見て る。 

は、要 の内 化の と 的な

新 性をもつイノ ー ンの 現 との関

を見たものである。 
この によれ 、要 の自社 発 合と

画 的イノ ー ンの 現 の関 は、 U

の関 にあることが分かる。要 を自

社で 発する 合が高くなるにつれて、 的

な新 性をもつイノ ー ンの 現 は高ま

るが、自社 発 合が一定 75 ）を える

とイノ ー ンの 現 は低 する。 

つまり、要 の内 化はイノ ー ン

に 要だが、過 な内 化は にイノ ー

ンを する可能性があることが される。 
 

 

）主 ・ ー スの特  

 上 の結果は、主 ・ ー スの特 や業種の いによって影響を受けると考えられる。そこで最

に、本調査の 業の主 ・ ー スの特 について に見て る。 業の多くは、法 向け

の を主 としており、全 の 37.4 がそれに する。また、法 向けの を主

とする 業が 28.0 、消費者向けの を主 とする 業が 12.5 とそれに続く。これらに えて、

アーキテクチャの や基本 計・ 要 の 化の 、カスタ イ 特性等についても調査して

おり、多くの 業の主 ・ ー スは、 り合 せ でカスタ イ という 的特 を持って

いるという結果が得られている。 

 

 

 お りに 

 本報告では、 間 業の研究 発活動における ネジ ントとして、研究 発の と要 にか

かる 発 を り上 、イノ ー ン 果との関 について考察した。その結果、 の内 と

新 発 のバランスや研究 発の での がイノ ー ンの生 確 に影響を与える可

能性が された。 の研究の方向性としては、イノ ー ン 果の生 確 と研究 発 ネジ ント

のより な関 性や、研究 発 果からの 得等についての 念な分析が められるだろう。 
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